国勢調査を活用した実態把握　実施方針（案）資料２

１　検証・分析の枠組み
(1)基本的な考え方
■問題意識
社会的排除（※１）の動きが強まっているとされる中、旧同和対策事業対象地域の住民について就業状況等の悪化を懸念。
　　■方向性
　　　　旧同和対策事業対象地域において生じている課題（労働、教育等）の要因について検証。
　　■方法論
　　　　旧同和対策事業対象地域とそれ以外の地域との比較による検証・分析。
○旧同和対策事業対象地域を都市計画法の区域区分・用途地域により類型化。
○比較対象地域の追加。
○仮説の検証
・社会的排除リスクに関する仮説の検証。
・国勢調査データの単純集計結果の活用。
　　　　   ○検証・分析項目の加工
・国勢調査データの職業分類に変換作業を加え、比較項目として社会指標を設定。
　　　　
（※１）社会的排除について
	社会的包摂政策を進めるための基本的考え方【抜粋】　平成23年5月31日「一人ひとりを包摂する社会」内閣府特命チーム
「雇用、家族、コミュニティなど社会のあらゆる関係性から切り離され、社会とのつながりが極めて希薄な状態」にあること。


　
　（※２）同和問題について
	平成13（2001）年　大阪府同和問題対策審議会答申（抜粋）
「進学率、中退問題などの教育の課題、失業率の高さ、不安定就労などの労働の課題等が残されているとともに、府民の差別意識の解消が十分に進んでおらず、部落差別事象も跡を絶たない状況であるなど、同和問題が解決されたとはいえない状況にある。」
「同和地区における人口流動化、とりわけさまざな課題を有する人びとの来住の結果、同和地区に現れる課題は、現代社会が抱えるさまざまな課題と共通しており、それらが同和地区に集中的に現れているとみることができる。」
平成20（2008）年　大阪府同和問題解決推進審議会提言（抜粋）
「そして現在においても、各種調査結果から、なお同様の状況が続いているとみることができます。」


(2)旧同和対策事業対象地域の類型化
　　旧同和対策事業対象地域における需要の偏在が都市部や農村部などとの間で共通したものかどうかについて把握し、関係市町におけるよりきめの細かい施策の実施に資するため、市町の協力を得て、旧同和対策事業対象地域に係る国勢調査の調査区を都市計画法上の区域区分・用途地域により類型化。

	区域区分・用途地域
	対象地域数
	世帯概数
	人口概数
	区域区分・用途地域ごとの特徴

	市街化区域
	75
	39,746
	73,011
	市街化を図るため用途地域を指定。

	
	第一・二種低層住居専用地域
	2
	73
	194
	低層住宅に係る良好な住居の環境を保護するための地域。
「一戸建ての並ぶ閑静な住宅街」。

	
	第一・二種中高層住居専用地域
	22
	13,037
	25,029
	中高層住宅に係る良好な住居の環境を保護するための地
域。「中高層マンションや店舗が立ち並んでいる住宅地」。

	
	第一・二種住居地域
	23
	15,503
	29,603
	住居の環境を保護するための地域。「一戸建て住宅と中高層
マンション、大きな店舗やホテルなどが混在」。

	
	準住居地域
	6
	300
	700
	道路の沿道としての地域の特性にふさわしい業務の利便の増
進を図りつつ、これと調和した住居の環境を保護するための地
域。「大型ｽｰﾊﾟｰや営業用倉庫などと住宅が調和して存在」。

	
	近隣商業地域
	3
	257
	490
	近隣の住宅地の住民に対する日用品の供給を行うことを主
たる内容とする商業等の利便を増進するための地域。「住宅
地に近接した商店街」。

	
	商業地域
	5
	4,800
	6,400
	主として商業等の利便を増進するための地域。「繁華街」。

	
	準工業地域
	11
	5,559
	10,068
	主として環境の悪化をもたらすおそれのない工業の利便を増
進するための地域。「あらゆる種類の建物が混在」。

	
	工業地域
	3
	217
	527
	主として工業の利便を増進するための地域。「工業専用地域
に比して住宅や店舗などが存在する工業地帯」。

	市街化調整区域
	8
	640
	1,620
	市街化を抑制すべき区域。

	計
	83
	40,386
	74,631
	



　（※１）回答のあった19市町40地域について集計。
　（※２）１対象地域について複数種類の用途地域指定がなされているため、対象地域数の合計は府内対象地域数（48地域）と一致しない。
 (3)比較対象地域の設定
従前、旧同和対策事業対象地域と府域全体との比較により分析。
今回、この基本的な枠組みを維持しつつ、旧同和対策事業対象地域において生じている課題（労働、教育等）の要因について検証するため、同様の課題が生じている可能性のある地域を比較対象地域として設定。

○旧同和対策事業対象地域に隣接する同規模の地域であり、かつ都市計画法上同じ区域区分・用途地域の地域（共通の町並み）
○社会的援護を要する課題があると思われる地域（共通の課題）
生活不安定層が集住する可能性のある地域【客観的な指標（生活保護率、就学援助率等）をもとに「実態把握検討プロジェクト」で検討】
   
【検証イメージ例】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単純比較旧同和対策事業対象地域
のうち
第一種低層住居専用地域
府　域　全　域（従前どおり）



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　類型比較
旧同和対策事業対象地域に隣接する第一種低層住居専用地域



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　課題比較社会的援護を要する課題があると思われる地域



　　　　　　　　　　　　　　　　　調査仮説の適用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調査仮説の適用　　　　　調査仮説の適用
調査仮説1-1
若年者では非正規労働者比率が上昇している。





(4)調査仮説の設定
近年における「社会的排除」リスクと関連のある諸説のうち、国勢調査データにより一定把握可能なものを中心に「実態把握検討プロジェクト」有識者の知見を得て設定。
	項　目
	調査仮説
	検証に用いるデータ

	１　労働
	1-1若年者では非正規労働者比率が上昇している。
	母数：15歳以上の被用者
変数：正規の職員・従業員　派遣社員　ﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ

	
	1-2親が正規労働者であっても子どもが非正規労働者にしかなれない事態が生じている。
	母数：子どものいる世帯主　40歳～60歳　正規の職員・従業員
変数15歳以上の子ども　正規の職員・従業員　派遣社員
　　　ﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ

	
	1-3女性では、「主に仕事」をしている割合が高く、25歳～34歳、40歳～44歳で府内男性とほぼ同程度の労働力率。女性では、30歳代（M字カーブにあたる時期）のヘコミが少なく台形形。
	母数：15歳～65歳（5歳階級）　女性
変数：就業者

	
	1-4女性では、45～54歳の正規労働者率が高く、15～24歳での非正規労働者率が高い。
	母数：15歳～65歳（5歳階級）　女性　就業者
変数：正規の職員・従業員　派遣社員　ﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ

	
	1-5母子世帯の母親の就業率は一般女性より高い。
	母数：母子世帯　世帯主
変数：就業者

	
	1-6母子世帯の母親の正規労働者比率は低く、非正規労働者比率が高い。
	母数：母子世帯　世帯主　就業者
変数：正規の職員・従業員　派遣社員　ﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ

	
	1-7正規労働者比率は、同居母子世帯が母子世帯より高い。
	母数：母子世帯　同居母子世帯
変数：正規の職員・従業員　派遣社員　ﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ

	
	1-8親の職種と子の職業選択には関連がある。
	母数：親の社会指標
変数：子の社会指標

	
	1-9若年（18～34歳）未婚者は、非正規労働者比率が高い。
	母数：18歳～34歳　未婚者
変数：正規の職員・従業員　派遣社員　ﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ

	　
	1-10男性の就業率は低く、女性の就業率は高い。
	単純集計項目1-12

	
	1-11働いている高齢者の割合が低い。
	母数：55歳～65歳
変数：就業者

	
	1-12中高年齢者の完全失業率が高い。
	母数：30歳～55歳
変数：失業者率

	
	1-13中高年齢者は不安定就労の割合が高い。
	母数：30歳～55歳　就業者
変数：派遣社員　ﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ

	
	1-14勤め先での職種はブルーカラーの率が高い。
	母数：就業者
変数：単純集計項目2-11

	２　教育
	2-1母親の学歴と子どもの学歴は関連する。
	母数：同居の子の学歴（既卒）
変数：母学歴（大学・大学院）（高校）（小中学校）

	
	2-2学歴に影響を与えるものとして、「離婚率」「持ち家率」がある。
	母数：配偶者無　離別　住まいの状況
変数：子の学歴（既卒）

	
	2-3親の職業と子どもの学力水準に相関がある。
	母数：親の社会指標
変数：子の学歴（既卒）

	３流入世帯の状況
　
	3-1高齢単独世帯の流入が多い。
	母数：単純集計項目1-4
変数：単純集計項目1-2　1-6

	
	3-2高齢夫婦世帯の流入が多い。
	

	
	3-3母子世帯の流入が多い。
	

	
	3-4学歴構成では、中学卒業までが多い。
	母数：単純集計項目1-4
変数：単純集計項目2-3

	
	3-5学歴構成では、短大卒以上が少ない。
	

	
	3-6正規労働者の比率が低く、不安定就労層が多い。
	母数：単純集計項目1-4
変数：単純集計項目2-6


　


[bookmark: _GoBack]※調査仮説の検証結果により、「実態把握検討プロジェクト」有識者の知見を得て、新たに仮説を追加する可能性がある。
(5)単純集計項目
　　予見外の有意差の存否を確認し、「実態把握検討プロジェクト」において新たな調査仮説を検討するため、単純集計項目を設定。
　　調査仮説の検証イメージ例と同じく、旧同和対策事業対象地域（類型別）と次の区分とで単純集計項目について比較。
　　　　・府域全体
　　　　・旧同和対策事業対象地域に隣接する同規模の地域であり、かつ都市計画法上同じ区域区分・用途地域の地域
　　　　・社会的援護を要する課題があると思われる地域

	1
	世帯・人口
	1-1
	性別世帯数
	性別の世帯数

	
	
	1-2
	性別・年齢別世帯数
	男女別・5歳階級別の世帯数

	
	
	1-3
	国籍別世帯員数
	国籍別の世帯員数

	
	
	1-4
	世帯員の現住地居住期間
	出生時から、1年未満、1～5年未満、5～10年未満、10～20年未満、20年以上

	
	
	1-5
	世帯員の5年前の常住地
	現住所、同じ区・市町村内の他の場所、府内の他の区・市町村、府外、外国

	
	
	1-6
	世帯員数
	世帯員数別の世帯数

	
	
	1-7
	世帯主との続き柄
	世帯主との続き柄別の世帯員数

	
	
	1-8
	婚姻状況（配偶関係）
	未婚、有配偶、離別、死別

	
	
	1-9
	家族類型（1）
	夫婦のみ世帯、夫婦と子どもからなる世帯、父子世帯、母子世帯、単独世帯

	
	
	1-10
	家族類型（2）
	65歳以上の高齢単身世帯、夫65歳以上・妻60歳以上の高齢夫婦世帯

	
	
	1-11
	世帯主の年齢（男女別）
	世帯主の年齢（～29歳、30～39歳、40～49歳、50～59歳、60～69歳、70歳以上）別世帯数

	
	
	1-12
	世帯主の就業状況（調査前1週間・男女別）
	主に仕事、家事などのほか仕事、通学のかたわら仕事、仕事を休んでいた、仕事を探していた、家事、通学、その他

	
	
	1-13
	世帯主の従業上の地位（調査前1週間・男女別）
	被雇用者（正規の職員・従業員、労働者派遣・事業所の派遣社員、パート・アルバイトその他）、会社などの役員、自営業主（雇人あり、なし）、家族従業者、家庭内の賃仕事（内職）

	
	
	1-14
	夫婦の就業状況別世帯数
	夫婦とも就業、夫が就業・妻が非就業、妻が就業・夫が非就業、夫・妻とも非就業（年齢5歳階級別）

	2
	教育・就労の状況
	2-1
	未就学者の通園状況
	幼稚園、保育園・保育所、乳児･その他

	
	
	2-2
	在学者の通学先
	小学・中学、高校、短大・高専、大学・大学院

	
	
	2-3
	卒業学校等の種類別15歳以上世帯員数
	「在学中」を除く15歳以上の世帯員の最終卒業学校（小学・中学、高校・旧中、短大・高専、大学・大学院）

	
	
	2-4
	通学地別15歳以上通学者数
	自区・市町村、府内他区・市町村、府外

	
	
	2-5
	利用交通手段別15歳以上通学者数
	徒歩のみ、鉄道・電車、乗合バス、学校のバス、自家用車、ハイヤー・タクシー、オートバイ、自転車、その他

	
	
	2-6
	就業状況別15歳以上世帯員数（調査前1週間・男女別）
	15歳以上の世帯員についての就業状況（主に仕事、家事などのほか仕事、通学のかたわら仕事、仕事を休んでいた、仕事を探していた、家事、通学、その他）

	
	
	2-7
	従業地別就業者数（調査前1週間・男女別）
	自宅（住み込み含む）、自区・市町村、府内他区・市町村、府外

	
	
	2-8
	利用交通手段別就業者数
	徒歩のみ、鉄道・電車、乗合バス、学校のバス、自家用車、ハイヤー・タクシー、
オートバイ、自転車、その他

	
	
	2-9
	従業上の地位（調査前1週間・男女別）
	被雇用者（正規の職員・従業員、労働者派遣・事業所の派遣社員、パート・アルバイトその他）、会社などの役員、自営業主（雇人あり、なし）、家族従業者、家庭内の賃仕事（内職）

	
	
	2-10
	産業（大分類）別就業者数（調査前1週間・男女別）
	農業、林業、漁業、鉱業、建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、運輸・通信業、卸売・小売業・飲食店、金融・保険業、不動産業、サービス業、公務、分類不能の産業

	
	
	2-11
	職業（大分類）別就業者数（調査前1週間・男女別）
	専門的・技術的職業従事者、管理的職業従事者、事務従事者、販売従事者、サービス職業従事者、保安職業従事者、農林漁業従事者、運輸・通信従事者、生産工程・労務作業者、分類不能の職業

	3
	住宅の状況
	3-1
	住居の種類別世帯数
	持ち家、都道府県・市区町村営の賃貸住宅、都市再生機構・公社等の賃貸住宅、民営の賃貸住宅、給与住宅（社宅等）、住宅に間借り、会社等の独身寮・寄宿舎、その他

	
	
	3-2
	住宅の建て方別世帯数（間借りを除く）
	一戸建、長屋建、共同住宅（1･2階建、3～5階建、6階以上）

	
	
	3-3
	住宅の床面積の合計別世帯数
	20㎡未満、20～30㎡未満、30～40㎡未満、40～50㎡未満、50～60㎡未満、60～70㎡未満、70～80㎡未満、80～90㎡未満、90～100㎡未満、100～120㎡未満、120～150㎡未満、150～200㎡未満、200～250㎡未満、250㎡以上

	
	
	3-4
	世帯員一人当たりの住宅の床面積
	20㎡未満、20～30㎡未満、30～40㎡未満、40～50㎡未満、50～60㎡未満、60～70㎡未満、70～80㎡未満、80～90㎡未満、90～100㎡未満、100～120㎡未満、120～150㎡未満、150～200㎡未満、200～250㎡未満、250㎡以上



(6)検証・分析項目の加工（社会指標の設定）
職業は社会的地位指標として重要な価値を有する。このため「社会階層と社会移動全国調査（SSM調査）」（※）での知見を引用し、「平成22年国勢調査に用いる職業分類」（総務省統計局）における職業小分類の全てについてSSM職業分類への引き当てを行ったうえで、国際的に利用頻度の高いEGP階層分類に変換し、社会指標を設定（資料３）。

（※）「社会階層と社会移動全国調査（SSM調査）」
　　　1955年以降10年に一度行われている社会階層、社会移動、職業、教育、社会意識などに関する社会調査であり、日本全国の20歳～69歳までの約1万4千人を選挙人名簿から無作為抽出して実施。2005年の調査では韓国、台湾、アメリカとの国際比較研究を念頭に設計された。また1955年、1975年、1995年には職業威信に関する調査も併せて実施された。「日本人の国民性」調査（文科省統計数理研究所）、「日本人の意識」調査（NHK）とともに日本の三大社会調査の一つで海外でも有名。




２　検証・分析の方法
調査仮説及び単純集計項目結果を検証し、新たな調査仮説についても検討・検証するとともに、統計上の有意差については、その要因を分析するため「実態把握検討プロジェクト」有識者と共同して多変量解析を用い、社会的排除リスクに占める同和問題の影響について可能な限り統計的な定量把握を試みる。
また、国勢調査データを補完する観点から、「生活保護受給状況」「住民税課税状況」（所得の代理変数）や進学率・中退率など、今回の「行政データを活用した実態把握」の結果について可能な限り分析に活用。

※国勢調査を活用した実態把握の留意点について
　・国勢調査・調査区は、旧同和対策事業対象地域以外の住民を一部含むという限界がある。
　【実施スケジュール】
	項目・内容
	平成22年度
	平成23年度
	平成24年度

	「実態把握プロジェクト」での検討、協議等
	
	
	

	同推審

	　　　　　　　　　　　　　　　　　●
　　　　　　　　　　　　　　　基本方針
	　　　　　　　　　　　　　　●
　　　　　　　　　　　　　実施方針
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●
　　　　　　　　　　　　　　　結果報告

	行政データを活用した実態把握
	
	
	

	国勢調査を活用した実態把握
	
	
	

	分析・調査報告書作成

	
	
	

	

	国勢調査スケジュール

	　　　　　　　　　　　　●
　　　　　　　　　　調査実施
	　　　　　　　　　　●
　　　　人口等基本集計公表
	●
産業等基本集計公表（予定）


　※国勢調査の集計・公表予定その他の事情の変化によって変動する可能性がある。
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